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2019 年５月 25 日 
各  位 

会 社 名 株式会社ソフィアホールディングス 
代 表 者 名 代 表 取 締 役 社 長  林  哲 也 
     （ コ ー ド 番 号  6 9 4 2  ジ ャ ス ダ ッ ク ） 
問い合わせ先 取締役財務・IR 担当 巣山 貴裕 

（ TEL : 03-6758-0455 ） 
 

当社連結子会社による株式取得（孫会社化）に関するお知らせ 
 

当社は、本日開催の取締役会において、当社の連結子会社であるルナ調剤株式会社（以下、

「ルナ調剤」という。）が、株式会社アルファメディックス（以下、「アルファメディックス」という。）の発

行済み株式全部を取得し子会社（当社の孫会社）化することを決議いたしましたので、下記のとお

りお知らせいたします。 
 

記 
1. 株式取得の理由 

当社連結子会社であるルナ調剤は、兵庫県６店舗の調剤薬局を運営しているアルファメディッ

クスの発行済み株式全部を取得することといたしました。引き続き M&A 等により、調剤薬局事業

の拡大を図ってまいります。 
 

2. 株式取得を実施する当社子会社の概要 

（１） 商 号 ルナ調剤株式会社 

（２） 所 在 地 東京都新宿区下宮比町２番 26 号 

（３） 代 表 者 代表取締役 萩原 光朗 

（４） 事 業 内 容 調剤薬局の運営等 

（５） 設 立 年 月 日 2003 年 11 月７日 

（６） 資 本 金 99 百万円 

（７） 株 主 株式会社ソフィアホールディングス 100％ 

 
3. 異動する孫会社の概要 

（１） 商 号 株式会社アルファメディックス 

（２） 所 在 地 兵庫県神戸市東灘区北青木三丁目 4 番 14 号 

（３） 代 表 者 代表取締役 玉木 常雄 

（４） 事 業 内 容 調剤薬局事業 

（５） 設 立 年 月 日 2007 年８月９日 
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（６） 資 本 金 2.5 百万円 

（７） 株 主 玉木 常雄 100.0% 

（８） 上場会社と当該会

社 と の 関 係 
資 本 関 係 当該事項はありません。 

人 的 関 係 当該事項はありません。 

取 引 関 係 当該事項はありません。 

（９） 当 該 会 社 の 最 近 の ３ 年 間 の 経 営 成 績 及 び 財 政 状 態                      

（単位：千円） 

 決算期 2016 年３月期 2017 年３月期 2018 年３月期 

純 資 産 22,508 25,484 30,297 

総 資 産 97,066 150,658 144,200 

1 株 当 た り 純 資 産 450 509 605 

売 上 高 276,324 341,553 465,192 

営業利益 （△は損失 ） △2,956 1,350 3,361 

経常利益 （△は損失 ） △2,912 3,239 6,277 

当期純利益（△は損失） △3,634 2,976 4,812 

1 株当たり当期純利益 

（ △ は 損 失 ） 
△72 59 96 

1 株 当 た り 配 当 金 ０ ０ ０ 

 
4. 株式取得の相手先の概要 

（１） 氏 名 玉木 常雄 

（２） 住 所 兵庫県神戸市在住 

（３） 上場会社との当該会

社 と の 間 の 関 係 
資 本 関 係 当該事項はありません。 

人 的 関 係 当該事項はありません。 

取 引 関 係 当該事項はありません。 

 
5. 取得株式数、取得価額及び株式取得前後の所有株式の状況 

（１） 異動前の所有株式数 0 株 
（議決権の数：0 個） 
（議決権所有割合 0.0％） 

（２） 取 得 株 式 総 数 50 株 
（議決権の数：50 個） 

（３） 取 得 価 額 アルファメディックスの普通株式    70,000 千円 
アドバイザリー費用等（概算額）    91,600 千円 
合 計 （ 概 算 額 ）   161,600 千円 
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（４） 異動後の所有株式数 50 株 
（議決権の数： 50 個） 
（議決権所有割合： 100.0％） 

 
6. 日程 

取 締 役 会 決 議 2019 年５月 25 日 

株 式 譲 渡 契 約 締 結 2019 年５月 25 日 

株 式 譲 渡 実 行 日 2019 年７月１日（予定） 

 
7. 今後の見通し 

当社の連結業績に与える影響は現在精査中ですが、E-BONDグループのノウハウを最大限に

活用可能な環境が整っており、将来に渡ってアルファメディックスの企業価値の向上が図れると考

えております。なお、業績に重大な影響を与えることが明らかになった場合には、速やかに開示に

てお知らせいたします。 
 

以上 
 


